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一般財団法人 産業経理協会

実 務 コ ー ス 2025 年 11 月 6 日（木）― 2026 年 3 月 26 日（木）

税　理　士

元東京国税局調査審理課総括主査

税　理　士

元東京国税局特別国税調査官付総括主査

立教大学教授

税務会計研究学会理事

税　理　士
ＰwＣ税理士法人パートナー
元財務省主税局主税調査官

税　理　士

元東京国税局調査審理課主査

税　理　士

元国税庁審理室課長補佐

税　理　士

元千葉東税務署長

◆ 担当講師（講義順・予定）

坂 本 雅 士 氏 鈴 木 　 博 氏

菅 原 英 雄 氏

内 山 　 裕 氏

森 　 高 　 厚 　 胤 氏

髙 宮 洋 一 氏

佐 々 木　　　浩　氏

税　理　士

元新宿税務署長

福 住 　 豊 氏

税　理　士

元東京国税不服審判所総括審判官

安 井 和 彦 氏

都合により講師等一部変更する場合がございますので、予めご了承下さいますようお願い申し上げます。

税　理　士

元国税庁審理室プロジェクトチーフ

中 村 慈 美 氏

　入門コース修了者および既に税務実務に携わるなど、法人税の基礎知識をお持ちの方を対象としたコースです。

講義は法人税の実務に通暁することを狙いとして、概ねケース・スタディ方式を取り入れ、問題解決に向けた具

体的道筋を辿るために必要となる重要ポイントや典拠となる法令等を詳細に解説いたします。

日 時

会 場

講義する法規

資 料

定 員

開 講 日 　 　 2 0 2 5 年 1 1 月 6 日 （ 木 ）　 講 義 終 了 　 2 0 2 6 年 3 月 2 6 日 （ 木 ）（ 予 定 ）

曜 　 日 　 　 原 則 毎 週 1 回 　 木 曜 日 （ 一 部 曜 日 が 異 な り ま す ）

時 　 間 　 　 午 後 6 時 1 5 分～ 8 時 ま で ［ 合 計 2 0 回 ］

産 業 経 理 協 会 2 F 講 義 室 （ ※ 裏 面 参 照 ）

法 人 税 法 、 同 施 行 令 、 同 施 行 規 則 、 同 取 扱 通 達 租 税 特 別 措 置 法 、 同 施 行 令 、 同 施
行 規 則 、 同 取 扱 通 達 減 価 償 却 資 産 の 耐 用 年 数 等 に 関 す る 省 令 、 同 取 扱 通 達 消 費 税
法 、 同 施 行 令 、 同 施 行 規 則 、 同 取 扱 通 達 国 税 通 則 法
会 社 法 等

内容をよく理解いただけるよう原則として講義日前にお渡しいたします。なお、毎回「法

人税法規集」・「法人税取扱通達集」をご持参の上、適宜ご参照いただければ学習効果が

高まります。

60 名

2025 年 10 月 3 日

第 133 回 会社税務実務講座ご案内

講 義 項 目 講 師 講義月日 曜日講 義 細 目

［ 全 2 0 回 の 日 程 ］ （都合により、日程・講義項目等を一部変更する場合がございますので、予めご諒承下さい。）

税務会計・企業会計・会社法会計・金融商品取引法会計の比較、税務会計の三面性、税
法の解釈と適用、税務会計の位置、法人税法第 22 条について　ほか

収益・費用の計上基準、棚卸資産の販売よる収益、請負による収益、固定資産・有価証
券の譲渡による収益、利子・配当・使用料等に係る収益、その他の収益、収益（及び費用）
の帰属の時期の特例、値引・割引・割戻し・返品、リースに係る特例　ほか

減価償却資産とは、取得価額の範囲、耐用年数、残存価額と償却可能限度額及び損金経理、
償却方法とその変更、早期償却と特別償却、減価償却資産の時価と除却損失等、資本的
支出と修繕費、ソフトウェアの取扱い、リース取引　ほか

圧縮記帳の概要、国庫補助金の圧縮記帳、保険金の圧縮記帳、交換の圧縮記帳、収用の
圧縮記帳、特定資産の買換えの圧縮記帳　ほか

試験研究費をめぐる税務、試験研究費の意義、試験研究費と期間費用、試験研究費と棚卸
資産、試験研究費と固定資産、試験研究費と繰延資産、試験研究費と特別控除税額　ほか

総 説

収 益・費 用 の
計 上 時 期

固 定 資 産

圧 縮 記 帳

試 験 研 究 費

坂 本 雅 士 11 月 ６ 日

11 月 13 日

11 月 20 日

木

木

木

11 月 27 日 木

12 月 ３ 日

定期保険について、養老保険について、個人年金の取扱い、定期付終身保険の取扱い、
長期平準定期保険の取扱い、逓増定期保険の取扱い、保険契約の転換について、契約者
配当金の取扱いについて、賃借建物に対する損害保険契約について　ほか

交際費等課税の基本的な考え方、飲食費の判断と対応、福利厚生費と交際費、会議費と
交際費、広告宣伝費と交際費、売上割戻しと交際費、値引きと交際費、情報提供料と交際費、
仕入対価と交際費、妨害排除金と交際費、受注競合業者に対する利益供与と交際費、費
用分担と交際費課税　ほか

寄附金課税の基本的な考え方、広告宣伝費と寄附金、業務委託費と寄附金、値引き・価
格調整金と寄附金、出向者給与と寄附金、増資払込みと寄附金、貸倒損失と寄附金、海
外子会社に対する役務提供と寄附金、役員給与と寄附金、繰延資産等と寄附金　ほか

保 険 料

交 際 費

寄 附 金

鈴 木 　 　 博

菅 原 英 雄

12 月 11 日

12 月 18 日

12 月 23 日

木

木

火

水

森 高 厚 胤

福 住 　 　 豊



◇ 会 場 ご 案 内 ◇ 

「産業経理協会ビル　2 階 講義室」 
東京都千代田区神田淡路町 1-15-6
電話 03（3253）0361（代）

東京メトロ

丸ノ内線「淡路町」駅（A5・A3 出口）　 　 　徒歩２分

千代田線「新御茶ノ水」駅（B4・B3 出口）　徒歩２分

銀座線「神田」駅（須田町口）　　　　　　　　徒歩 10分

都営新宿線「小川町」駅（A7・A5 出口）　　徒歩 2 分

JR 線「御茶ノ水」駅（聖橋出口）　　　　　　徒歩７分

　　　「神田」駅　　　　　　　　　　徒歩 12分

交通機関

51,700 円  （非賛助会員１名につき） 　　　　　　　　　   （消費税等 4,700 円 を含みます。 ）
48,400 円  （当協会普通賛助会員１名につき） 　　　 　　  （消費税等 4,400 円 を含みます。 ）
45,100 円（当協会正賛助会員 1 名につき）　　　　　　    （消費税等 4,100 円 を含みます。 ）
45,100 円（当協会特別賛助会員 2 人目から 1 名につき）    （消費税等 4,100 円 を含みます。 ）
45,100 円（入門コース修了者 1 名につき）　　　　　　    （消費税等 4,100 円 を含みます。 ）
無　　料  （当協会特別賛助会員 2 名）

「個人情報の取扱い」 の 1 について同意いただいていること。

1.  別紙申込書により、11 月４日 （火） までに FAX（0 ３）3 2 5 1－0 5 3 3 もしくは、ホームページよりお申込みください。 
ただし、 満員になり次第締切らせていただきますので予めご了承下さい。
2.  申込書ご記入の際には、お手数をおかけいたしますが、 コード番号欄 に、 封筒の宛名の下部の括弧内に印字してあ
ります番号（４桁） を、また、その番号に続き記号（2 桁）が印字されている場合には、研究会等識別記号欄に、その
記号をお書き添え賜わりますようお願い申し上げます。  また、 
緊急連絡等をＦＡＸで行うことがありますので、 申込書のＦＡ
Ｘ番号欄も必ずご記入くださいますよう重ねてお願い申し上げ
ます。 
3.  特別賛助会員（無料）のご参加の場合も、別紙申込書を
FAX でご送信下さい。
4.  特別賛助会員の方は、2 名に限り参加費は無料となりますが、
３名以上のお申込みをいただきました場合には、先着の方を優
先して無料適用とさせていただきますので、何卒ご諒承賜りま
すようお願い申し上げます。
5.「入門コース」もしくは以前の「基礎科」修了の方は、「実務コー
ス」の参加費を割引させていただきますので、申込書の余白部
分にその旨ご記入下さい。 

1.  お申込みいただきました方には、 「申込受付書類」（受付票・
請求書）をお送りいたします （ご本人宛） 。 万一お手元に届きま
せん場合は、 恐れ入りますがお問い合せ下さいますようお願い
申し上げます。
2.  ご送金は、 上記請求書にもとづいて早めにお手続き下さいま
すようお願いいたします。

1.  ご記入頂きました個人情報等につきましては、 セミナー、 講
習会、講座等、 当協会主催事業のご案内及びアンケート等のご
依頼に際して利用させていただきます。 また、 講師以外の第三者
に提供することはございません。
2.  上記の利用目的にご同意いただくことができない場合には、 お
申出により当方にて所有する個人情報を消去させていただきます。

一般財団法人 産業経理協会
　　　東京都千代田区神田淡路町 1－15－6　 
　　　電話 03 （3 2 5 3） 0 3 6 1 （代）

全日程終了後、過半数の回に出席された方のメールアド
レスに、PDF ファイルで送付させていただきます。

参 加 費

申 込 要 件

申 込 方 法

送 金 方 法

個 人 情 報 の
取 扱 い

申 込 先

修 了 証 書

木

木

木

２ 月 ５ 日

２月 12 日

３ 月 ５ 日

(N)Ｂ002 (K)10.25.3(T)ＴＨ

法律上の貸倒、事実上の貸倒、売掛債権の貸倒れの特例、ゴルフ会員権、法令等による
長期棚上げ、債務超過継続等による設定、形式基準による設定、整理・撤退損、再建支援損、
債権譲渡、DES 　ほか

不 良 債 権 処 理 中 村 慈 美

講 師 講義月日 曜 日講 義 細 目講 義 項 目

木
役員の範囲（執行役員、通称専務等）、役員給与の損金不算入制度、役員給与の適正額、
業績連動給与、役員退職金の損金算入の時期、役員退職金の適正額の具体的基準、ストッ
ク・オプション、リストリクテッド・ストック、出向と役員給与　ほか

役 員 給 与 鈴 木 　 　 博

木１月 15 日

受取配当の益金不算入の適用、短期所有株式等の配当がある場合の益金不算入額の計算、
負債利子の範囲、みなし配当の意義、外国子会社からの配当等、保険会社が行う株式の
評価替え、広告宣伝用資産等の受増益、未払い賞与の免除益　ほか

純資産の部と資本金等の金額、増資と減資、剰余金の配当、自己株式の取得（相対によ
る取得、市場での取得）、グループ法人税制下の取扱い　ほか

受 取 配 当 の
益 金 不 算 入 等

「純 資 産」の 部

木

１月 29 日

木

木

木

２月 19 日

２月 26 日

完全支配関係、グループ内の資産譲渡、寄附金と受贈益、適格現物分配、グループ内の
子法人のステータス、受取配当等益金不算入、みなし配当事由による株式譲渡損益の非
計上、グループ通算制度　ほか

組織再編税制の基本的な考え方、組織再編の形態、適格要件、組織再編に係る課税処理、
繰越欠損金の引継ぎと制限、資産調整勘定、みなし配当と譲渡損、非適格株式交換等に
係る時価評価課税 ほか

グループ法人税制

企業組織再編税制

佐 々 木　　浩

木

３月 19 日申告に際して問題となる事項、誤りやすい事項を具体的に検討申 告 実 務 上 の
チ ェ ッ ク ポ イ ン ト 髙 宮 洋 一

木

３月 12 日

著名判決の動向と課税実務への影響、事実認定と税法の解釈適用の構造、判例による課税事例
など税務判決における税法解釈の実際と課題を具体的に検討

租 税 判 決・裁 決
の 具 体 的 検 討

安 井 和 彦

税務リスクマネジメントの必要性、税務リスクの例（組織再編税制、寄附金等、移転価
格税制等）、税務リスクマネジメントの方法①申告前（事前照会、海外子会社情報の収集、
課税への事前準備等）、②申告以後（税務調査対応等）　ほか

税務リスクマネジメント 佐 々 木　　浩

有価証券の範囲、有価証券の区分、売買目的有価証券の意義、株式の評価算定料、有利
な発行価額により取得した有価証券の取得価額、有価証券の区分変更によるみなし譲渡、
クロス取引の取扱い、著しい価額の低下、受取配当の益金不算入　ほか

有 価 証 券 内 山 　 　 裕

１ 月 ８ 日

風雲堂ビル

消 費 税
消費税の基本構造、納税義務者（免税事業者を含む）、課税範囲（課税、非課税、不課税、免税）、
課税標準、仕入税額控除等（簡易課税を含む）、国際取引に係る消費税、申告納付　 ほか

１ 月 22 日

木

３月 26 日

福 住 　 　 豊

中 村 慈 美

佐 々 木　　浩


